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Ⅰ 「神奈川県まち・ひと・しごと創生総合戦略 2015-18 年度評価報告書

（案）」について 

１ 趣旨・経過 

・ 県では、平成27年度（2015年度）に策定した「神奈川県まち・ひと・

しごと創生総合戦略」（以下「県総合戦略」という。）に示した施策の進

捗状況について、毎年度評価を行い、施策の成果や課題を分析して、必

要な改善や見直しを図ってきた。

・ 今年度は、県総合戦略の５年計画の最終年度に当たることから、過去

４年間の取組みの振り返りを行い、その結果を次の県総合戦略（以下

「第２期県総合戦略」という。）に反映させることとした。

・ そのため、各界の有識者で構成する「神奈川県地方創生推進会議 総

合戦略推進評価部会」を８月に開催して議論を行い、その結果を「神奈

川県まち・ひと・しごと創生総合戦略 2015-18年度評価報告書（案）」

（以下「2015-18年度評価報告書（案）」という。）として取りまとめた。

２ 評価方法 

・ 県の事業部局が、基本目標の実現に向けた施策の最小単位である「小

柱」ごとに、ＫＰＩの達成状況や、ＫＰＩだけでは測りきれない様々な

取組みの結果を勘案して、総合的に一次評価を行う。

・ 一次評価を踏まえ、神奈川県地方創生推進会議が第三者の立場から基

本目標ごとに二次評価を行う。

・ 県民に分かりやすく示すため、原則として「順調」「概ね順調」「やや

遅れている」「遅れている」の４つの区分により評価結果を示すととも

に、今後対応が求められる課題や改善を図るべき事項について整理する。

３ 評価結果（総合戦略推進評価部会における二次評価（案）） 

・ 基本目標の１及び４については、各小柱のＫＰＩの達成状況や基本目

標ごとに設定した数値目標の達成見込みなどから「概ね順調」に進捗し

ていると評価する。

・ しかし、基本目標の２及び３については、各小柱のＫＰＩの達成状況

などを見ると、県の取組みは概ね順調に進捗していると言えるものの、

基本目標ごとに設定した数値目標には、達成が困難と見込まれるものが

複数あることから、「概ね順調に進んでいるが、今後更なる取組みが必

要」と評価した。

・ また、基本目標ごとに対応が求められる課題等を意見として示した

（内容は別表のとおり）。
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・  第２期県総合戦略の策定に当たっては、これらのことを踏まえつつ、

市町村との意見交換のもと、広く県民の意見を聴取したうえで、柔軟な

発想で取組みを構成していくことが必要である。 

 

４ 第２期県総合戦略について 

・ 新たな時代の変化に対応し、切れ目なく地方創生の取組みを進めてい

くため、「2015-18年度評価報告書（案）」、「まち・ひと・しごと創

生基本方針2019（令和元年６月21日閣議決定）」、「かながわグランド

デザイン 第３期実施計画」を踏まえ、県総合戦略について必要な見直

しを行い、県民、県議会、市町村等の意見を踏まえて、令和２年３月に

第２期県総合戦略を策定する。 

 

５  今後の予定 

 ・ 「2015-18年度評価報告書」の作成 

令和元年11月 神奈川県地方創生推進会議で議論 

「2015-18年度評価報告書」公表 

 ・ 「第２期県総合戦略」の策定 

   令和元年10月 「第２期県総合戦略（素案）」取りまとめ 

県・市町村間行財政システム改革推進協議会地方創生

部会で意見交換 

       11月 神奈川県地方創生推進会議で議論 

        12月 第３回県議会定例会に報告 

           県民意見募集を実施 

   令和２年１月 「第２期県総合戦略（案）」取りまとめ 

           神奈川県地方創生推進会議で議論 

        ２月 第１回県議会定例会に報告 

        ３月 「第２期県総合戦略」策定 
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評価結果一覧 ＜「参考資料１」参照＞ 

 

基本目標 １ 県内にしごとをつくり、安心して働けるようにする 

 

基本目標 ２ 神奈川への新しいひとの流れをつくる 

中柱 小柱  部会における二次評価（案） 

(1)未病産業 ① 未病産業の創出・育成 概ね順調に進んでいます 

(2)ロボット産

業 

① ロボット関連産業の創 

出・育成 
今後の取組みに向けた意見 

(3)エネルギー

産業 
① エネルギー産業の振興 ・ 外国人人材の地域社会への受入支援について、

本人だけでなく、その子どもが生活をしていく上

で必要な支援について、今後も継続して対応して

いく必要があります。 

 

・ 働き方改革関連法が来年から中小企業に適用さ

れることを踏まえ、中小企業に対する啓発活動や

サポート人材の派遣などの取組みを引き続き進め

ていく必要があります。 

 

・ 安心して働ける労働環境の整備について、職場 

におけるハラスメントを防止する取組みを引き続 

き実施していく必要があります。 

(4)観光産業 ① 観光産業の振興 

(5)産業創出・

育成 

① 成長産業の創出・育成 

② 産業集積の促進 

③ 県内産業の成長促進 

(6)就業の促進 ① 就業の促進 

中柱 小柱  部会における二次評価（案） 

(1)神奈川ライ 

フの展開  

① 神奈川ライフの展開によ

る移住・定住の促進 

概ね順調に進んでいますが、今後、更なる取組み

が必要です 

(2)神奈川モデ 

ルのショー 

ケース化 

① ヘルスケア・ニューフロ

ンティアの発信 
今後の取組みに向けた意見 

② エネルギー自立型の住

宅・ビル・街の形成をめ

ざす神奈川の発信 

・ 人口増に向けた取組みについて、東京に目を

向けるだけでなく、神奈川とつながりの深い地

方を洗い出しプロモーションを行うなど、より

効果的・効率的に取組みを進めていく必要があ

ります。 
 

・ 移住の促進に向けた取組みについて、移住相談者

の多寡だけに目を向けるのではなく、相談者の属性

の分析や移住促進動画などを通じて、効果的な取組

みにつなげていく必要があります。 
 

・ 留学生の支援について、卒業後も神奈川にとどま

っていただくため、地元企業の紹介などの就職支援

や、その配偶者や家族等も含めた外国籍県民向けの

日本語教育の充実などについて検討していく必要が

あります。 
 

・ 観光客の誘致促進について、市町村のフィルム・

コミッションなどと連携し、神奈川を舞台にした作

品の誘致など、神奈川の魅力を発信する取組みを引

き続き進めていく必要があります。 

③ ロボットと共生する神奈

川の発信 

(3)観光プロモ 

ーションの 

推進 

① 外国人観光客の誘致促進 

② 国内観光客の誘致促進 

(4)地域資源を 

活用した魅 

力づくり 

① 県西地域活性化プロジェ

クトの推進 

② 三浦半島魅力最大化プロ

ジェクトの推進 

③ かながわシープロジェク

トの推進 

④ マグカルの推進 

⑤ 地域のマグネットとなる

魅力づくり 
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基本目標 ３ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

基本目標 ４ 活力と魅力あふれるまちづくりを進める 

中柱 小柱 部会における二次評価（案） 

(1)結婚から育

児までの切

れ目ない支

援 

① 若い世代の経済的基盤の

安定、社会的自立に向け

た支援

概ね順調に進んでいますが、今後、更なる取組み

が必要です 

② 結婚の希望をかなえる環

境づくり
今後の取組みに向けた意見 

③ 妊娠・出産を支える社会

環境の整備

・ 結婚支援について、民間による主体的な活動

を踏まえた官民の役割分担を行い、結婚の希望

をかなえる環境づくりに取り組んでいく必要が

あります。

・ 医療体制の整備について、従来の補助金によ
る支援だけでなく、労務管理や労働時間短縮な
ど医師の働き方改革につながる取組みを進めて
いく必要があります。

・ 待機児童の解消に向け、保育士の確保が進ま

ない要因についてしっかりと把握した上で、必

要な取組みを進めていく必要があります。

・ 男性の育児参加の促進について、事業所にお

ける男性の育児休業取得率の目標値自体が低い

ことから、目標値の引き上げについて検討する

必要があります。さらに、育児休業の実際の取

得日数についても実態を把握し、男性の育児休

業の取得がさらに進むような効果的な取組みを

進めていく必要があります。

④ 子育てを応援する社会の

実現

(2)男女共同参

画の推進

① 女性の活躍支援と男女共

同参画の推進

(3)働き方の改

革

① 多様な働き方ができる環

境づくり

中柱 小柱 部会における二次評価（案） 

(1)健康長寿の

まちづくり

① 未病を改善する環境づく

り
概ね順調に進んでいます 

② 高齢になっても活躍でき

る社会づくり
今後の取組みに向けた意見 

(2)持続可能な

魅力あるま

ちづくり

① 人口減少社会に対応した

まちづくりの推進

・ 未病を改善する環境づくりについて、健康に

無関心や無行動な方々が未病改善に取り組める

よう、今後さらなる取組みを進めていく必要が

あります。

・ 空き家対策について、市町村の実態調査によ

り、管理不全の状況などを把握した上で、市町

村が空き家の利活用を促進するための仕組みづ

くりを県として支援する必要があります。

・ 市街地再開発を促進するため、開発後の状況など

について、市町と情報共有に努める必要がありま

す。

② 個性豊かなまちづくりの

推進

③ 安全で安心なまちづくり

の推進

(3)交通ネット

ワークの充

実

① 交流と連携を支える道路

網の整備・活用と鉄道網

の整備など
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Ⅱ かながわ教育ビジョンの一部改定（案）について 

１ 一部改定の趣旨 

 「かながわ教育ビジョン」（以下「教育ビジョン」という。）は、本県の

教育の総合的な指針として平成 19年８月に策定し、その後、国の「第２期

教育振興基本計画」の策定等を踏まえ、平成 27 年 10 月に一部改定した。 

このたび、2030 年以降の社会の変化を見すえた国の「第３期教育振興基

本計画」（以下「第３期計画」という。）の策定や、教育ビジョンとともに

本県の教育振興基本計画を構成する「かながわグランドデザイン」（以下「グ

ランドデザイン」という。）第３期実施計画等が策定されたことを踏まえ、

これら計画と整合を図るため、教育ビジョンの一部改定を行うこととした。 

２ 教育ビジョンの検証結果 

「かながわ人づくり推進ネットワーク※」の提言を踏まえ、教育ビジョン

と第３期計画等との整合性を検証したところ、考え方や方向性について整

合は図られていることが確認できた。 

一方、今後の県の「重点的な取組み」を示す教育ビジョン第５章につい

て、第３期計画の目標を実現するための施策やグランドデザイン第３期実

施計画の項目の一部に、現行の教育ビジョンでは包括的な記載にとどまっ

ているものがあることなどが確認できたことから、主に第５章を中心とし

た改定を行う。 
※ 教育ビジョンに基づき実効性のある教育施策を推進できるよう、教育関係、スポーツ、医療・福祉、経

済団体などの様々な団体で構成される任意団体。平成20年に結成。令和元年９月現在112団体が参加。

３ 一部改定（素案）に対する県民意見募集の実施結果 

(1) 県民意見募集期間等

ア 募集期間 令和元年７月 26日（金）～８月 26日（月）

イ 周知の方法

(ｱ) 県の窓口による配架（県政情報センター、各地域県政情報コーナー、

教育局総務室）

(ｲ) 県のホームページ等による情報提供

(ｳ) 関係団体等への情報提供

（各市町村教育委員会、かながわ人づくり推進ネットワーク、県立学校等） 

ウ 意見の提出方法 フォームメール、ファクシミリ、郵送

(2) 実施結果

ア 意見の提出件数  47 件（メール 43 件、郵便４件） 
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イ 意見の内訳

意見の区分 件数 

① 一部改定の方向の全体に関すること １件 

② 「第５章 重点的な取組み」に関すること 25件 

③ 素案の構成に関すること ３件 

④ その他 18件 

合 計 47件 

ウ 意見の反映状況

反映区分 件数 

Ａ 一部改定（案）に反映した意見（一部反映を含む） ５件 

Ｂ 既に取り組んでいる意見 13件 

Ｃ 今後の施策等の参考とする意見 16件 

Ｄ 一部改定（案）に反映できない意見 ９件 

Ｅ その他（質問・感想など） ４件 

合 計 47件 

エ 主な意見

(ｱ) 一部改定（案）に反映した意見

・ 地域全体での見守り活動の強化や地域での安全・安心な居場所づ

くりが重要である。この点について、教育ビジョンに盛り込む必要

がある。

(ｲ) 既に取り組んでいる意見

・ 学校だけではなく、保護者や地域住民とともに学校を中心に良好

な地域コミュニティ形成が必要不可欠だと常に感じている。子ども

たちのために、地域との協力体制を形成できる仕組みについて、かな

がわ教育ビジョンへの明記をお願いする。

・ 夜間中学に関する記述を入れていただき、ありがとうございます。 

神奈川県における、外国につながりのある生徒は増加し続けている

と思う。夜間中学に期待される役割として、こういった外国につな

がりのある生徒のフォローもあると思うが、その点もビジョンで読

み込めると良いと思った。

(ｳ) 今後の施策等の参考とする意見

・ 「国際バカロレア認定校での先進的な教育に取り組みます。」と

あるが、先進的な教育について、もう少し具体的に示し、一般県民

にこの学校の特色等が理解されると良い。
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(ｴ) 一部改定（案）に反映できない意見

・ 神奈川県立の高等学校の全てで、女子の運動部（サッカー・バレ

ーボール・バスケットボールなど）の男子マネージャーを確実に積

極的に受け入れてほしい。

(ｵ) その他（質問・感想など）

・ 神奈川県教育委員会は教育ビジョンの策定や一部改定にあたり、

県民の代表団体からの意見や今回のように県民の方々からの直接

の意見を募り、行っていることは大変良い。

４ 一部改定（案）の概要【参考資料２参照】 

 「かながわ人づくり推進ネットワーク」の提言及び県民意見募集結果を

踏まえ、次のとおり、教育ビジョンの一部改定を行う。 

(1) 一部改定（案）の構成（下線部が該当箇所）

はじめに 
第１章「教育ビジョン策定の背景」 
第２章「基本理念・教育目標」 
第３章「人づくりの視点」 

第４章「展開の方向」 
第５章「重点的な取組み」 
第６章「教育ビジョンの推進」 
用語集 

(2) 「第１章 教育ビジョン策定の背景」

「１ 社会状況の変化」、「２ 教育をめぐる現状と課題」の記載内容の整

理（図表等を資料編に移動）。【４頁～７頁】 

(3) 「第５章 重点的な取組み」（下線部が該当箇所）【該当頁】

No 頁 内容 

１ 46 

（第５章 序文） 
今後も同様に、時代の潮流を的確にとらえ、生涯を通じた人づくりに向けて、
「ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）」の理念を踏まえつつ、かながわらしい
取組みを進めます。 

２ 47 
（第５章 柱Ⅰ．生涯学習社会における人づくり） 
人生 100 歳時代において、一人ひとりの学びの意欲に応え、生涯にわたっ
て能動的に学び続けられるよう、生涯学習の環境整備を行います。 
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No 頁 内容 

３ 48 

（第５章 柱Ⅱ．共生社会づくりにかかわる人づくり） 
具体的には、様々な教育活動を通じて、自分を大切にする心や他者への思
いやりを育み、すべての子どもができるだけ同じ場で共に学び、共に育つ
ための環境を整え、一人ひとりの教育的ニーズに応じた支援体制の充実に
取り組みます。 

共生社会の実現に向け、すべての子どもができるだけ同じ場で共に学び、
共に育つことをめざし、「みんなの教室」の普及や県立高校における「実践
推進校」での取組みなど小学校段階から高校段階まで連続したインクルー
シブ教育を全県で展開します。

特別支援学校では、子どもたちが集団の中で楽しく充実した学校生活を送
れるよう、そして、地域社会でいきいきと暮らせるよう、医療従事者とも
連携した医療的ケア等、一人ひとりの教育的ニーズに応じた専門的な指導
や支援の充実に取り組みます。 

４ 49 

（第５章 柱Ⅲ．学びを通じた地域の教育力の向上） 
保護者や地域住民等が参画・協働しやすい環境を整えていきます。あわせ
て、学校運営の活性化と教育力の向上を図るため、地域との協働による学
校づくりをめざした「かながわらしいコミュニティ･スクール」の導入と推
進・支援に取り組みます。 
こうした取組みや地域と学校がパートナーとして連携・協働するための組
織的・継続的な仕組みである地域学校協働活動を通じて、学校を核に地域
との交流を深め、地域ぐるみで子どもを見守るとともに(*)子育てや教育に
かかわり合える、教育コミュニティづくりを進めます。 

(*)意見を反映して変更した内容 

５ 51 

（第５章 柱Ⅴ．学び高め合う学校教育） 
子どもたちが、持続可能な社会の創り手として、これからの時代に向き合
い、新しい価値の創出に挑むなど、「確かな学力」「豊かな心」「健やかな体」
をバランス良く育めるよう、質の高い教育の提供に向けて、教育活動の充
実や環境づくりを進めます。 

ＡＩの発展やグローバル化など複雑で予測困難な時代の中でも、基礎的な知
識・技能の習得と、思考力・判断力・表現力等の育成、主体的に学習に取り
組む態度を養うために、言語活動の充実＊を図るなど、主体的・対話的で深
い学びの実現に向けた組織的な授業改善の一層の推進に取り組みます。 

また、産業・就業構造の変化や社会のニーズ等に対応した専門教育の充実
や、県立高校と大学等の教育機関、企業・団体等との連携（コンソーシア
ム）の充実を図ります。

また、国際社会で活躍できるグローバル人材の育成をめざして、児童・生
徒の外国語によるコミュニケーション能力の向上を図るための取組みを進
めるとともに、国際バカロレア認定校での先進的な教育に取り組みます。 
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No 頁 内容 

６ 52 

（第５章 柱Ⅵ．意欲と指導力のある教職員の確保・育成と活力と魅力にあふれ
た学校づくり） 
あわせて、十分に義務教育を受けられなかった人たち等、多様化する教育的
ニーズに応じるため、中学校夜間学級の設置について、支援していきます。 
 
さらに、県民と地域に信頼され、活力と魅力にあふれた県立学校づくりを進
めます。 
県立高校では、学び直しの教育を展開するクリエイティブスクールなどにお
けるきめ細かな指導や、生徒数、地域バランス等に配慮した再編・統合に取
り組みます。 

７ 54 

（第５章 柱Ⅶ．県立学校の教育環境の改善） 
また、教職員が子どもと向き合う時間を確保するため、個別業務の役割分担
や適正化、校務の効率化を図るＩＣＴ環境の整備、外部人材の活用など「教
員の働き方改革」を進めていきます。 

８ 55 

（第５章 柱Ⅷ．文化芸術・スポーツの振興） 
誰もが生涯を通じて、健康で豊かな生活ができるよう、子どもの頃から未病
を改善する取組みにもつながる、外遊びや健康・体力つくり、学校での食育
を一層推進するとともに、「がん教育」の実施、部活動の活性化、学校や地
域での「かながわパラスポーツ」の普及、さらに、くらしの中で運動を習慣
化する「3033 運動」など、世代に応じた運動・スポーツを推進します。 

 

(4) 「第６章 教育ビジョンの推進」 

 「行政改革・地方分権の取組みと一体となった教育行政の推進」の記

載内容の時点修正。【57 頁】 

 

５ 今後の予定 

令和元年10月 かながわ教育ビジョン一部改定(案)を教育委員会に付議 
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Ⅲ 神奈川県教育委員会ICT推進指針の改定（案）について 

 

１ 基本的な考え方 

（1） 改定の趣旨 

県教育委員会は、本県の教育の情報化を推進するため、平成27年７月に「神奈

川県教育委員会ICT推進指針」（以下「推進指針」という。）を策定した。 

今回、国の「第３期教育振興基本計画」及び県の「かながわICT・データ利活用

推進計画」（以下「推進計画」という。）等を踏まえるとともに、急速に進展する

情報化に対応するため、これまでの推進指針を改定することとした。 

 

（2） 推進指針の位置付け 

推進指針は、国の「第３期教育振興基本計画」や県の「推進計画」等との整合

を図りながら、県教育委員会として教育の情報化の「めざす姿」及び「現状」と

「課題」を整理するとともに、その「課題解決に向けた方策」と「年度別の取組」

を示すものとしている。 

 

（3） 推進指針の期間 

推進指針は、県の「推進計画」の期間に合わせ、令和元年度から令和４年度ま

での４年間とする。 

 

（4） 推進指針の対象 

推進指針は、県立学校の児童・生徒の学習環境等の情報化に対応するために、

その対象を児童・生徒の学習用、県立学校の教員が利用する校務用、社会教育施

設の情報化に向けた情報機器及び情報通信ネットワークの整備を対象とする。 

なお、教育局各課が所管する行政事務のための個別システムについては対象外

とする。 

 

（5） 推進体制 

教育長を会長とする神奈川県教育委員会高度情報化推進会議を設置し、県教育

委員会全体として組織的にICT及びデータの積極的な利活用を推進していく。ま

た、ICT及びデータの積極的な利活用をより具体的に推進するために、「神奈川県

教育委員会高度情報化推進会議の設置及び運営に関する要綱」に基づき、専門部

会を設ける。 

 

２ 推進指針の方向性 

（1） ねらい 

・ 進化した人工知能（AI）が様々な判断を行ったり、身近な物の働きがインタ

ーネット経由で最適化されるIoTが広がったりするなど、Society5.0と呼ばれ

る新たな時代の到来が、社会や生活を大きく変えていくとの予想がなされてい
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る中、これからの時代を生き抜く子どもたちには他者と協働して課題を解決し

ていくことや、様々な情報を見極め、新たな価値を創造する力を身に付けさせ

ることが求められている。 

・ また、障がいのある児童・生徒については、将来の自立と社会参加に向けた

学びの充実を図るために障がいの状況や特性を踏まえた教材を効果的に活用

して、適切な指導を行うことが必要である。 

・ さらに、神奈川の支援教育の理念のもと、共生社会の実現に向け、できるだ

けすべての子どもが同じ場で共に学び共に育つことをめざすインクルーシブ

教育を推進する必要がある。 

・ こうしたことから、県教育委員会として、情報機器及び情報通信ネットワー

クを整備するとともに、ICT を活用した学習活動の方法を新たに提示すること

で、言語能力、情報活用能力 （情報モラルを含む。）、問題発見・解決能力等の

学習の基盤となる資質・能力の育成を図ることや障がいのある児童・生徒の自

立と社会参加を促進することを推進指針のねらいとする。 

 

（2） 他の計画等における教育分野でのICTの位置付け 

「推進計画」「かながわ教育ビジョン」「県立高校改革実施計画（全体）・（Ⅰ期）・

（Ⅱ期）」における、教育分野でのICTの位置付けを抜粋し記載している。 

 

３ 推進指針の内容 

こうした方向性のもと、高等学校、中等教育学校、特別支援学校等における個別

の指針を作成する。項目については、「めざす姿」「現状」「課題」「課題解決に向け

た方策」「年度別の取組」として整理している。 

（1） 高校教育におけるICT 

（2） 特別支援教育におけるICT 

（3） 校務の情報化 

（4） ICT基盤整備 

（5） 教員のICT活用指導力の向上 

（6） 体育センターと総合教育センターの一体的整備に伴うICT環境整備 

（7） 社会教育施設におけるICT 

 

４ 今後の予定 

令和元年10月 「推進指針」改定 
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【参考】神奈川県教育委員会ICT推進指針の改定（案）について

〇 県教育委員会として県立学校等の情報化のめざす姿を明確にし、その推進方策を示すもの。
〇 県の「電子化全開宣言行動計画」及び「かながわ教育ビジョン」との整合を図った。
〇 実施期間は「電子化全開宣言行動計画」に合わせ、平成27～30年度までの４年間とした。

神奈川県教育委員会ICT推進指針の改定（案）
【改定の趣旨】

本県の教育の情報化を推進するため、国や県の計画等を踏まえるとともに、急速に進展す
る情報化に対応するため、これまでの推進指針を改定する。

【推進指針の位置付け】
本県の教育の情報化の「めざす姿」及び、「現状」と「課題」を整理するとともに、その

「課題解決に向けた方策」と「年度別の取組」を示す。

【推進指針の期間】
令和元年度から令和４年度までの４年間

【推進体制】
神奈川県教育委員会高度情報化推進会議及び
神奈川県教育委員会高度情報化推進会議専門部会

【個別指針】
１ 高校教育におけるICT
２ 特別支援教育におけるICT
３ 校務の情報化
４ ICT基盤整備
５ 教員のICT活用指導力の向上
６ 体育センターと総合教育センターの一体的整備に伴うICT環境整備
７ 社会教育施設におけるICT

電子化全開宣言行動計画
【策定】平成26年3月
【期間】平成26～30年度

（期間終了）

かながわ教育ビジョン
【策定】平成19年8月
【一部改定】平成27年10月
【一部改定(案)】

令和元年10月

かながわICT・データ利活用
推進計画

【策定】令和元年７月
【期間】令和元～４年度

高等学校学習指導要領
【告示】平成30年3月

特別支援学校学習指導要領
【告示】平成29年4月

県立高校改革実施計画
（全体)・(Ⅰ期)・(Ⅱ期)

【策定】(全体) 平成28年１月
(Ⅰ期) 平成28年１月
(Ⅱ期) 平成30年10月

【期間】(全体) 平成28年～
令和９年度

(Ⅰ期) 平成28～
令和元年度

(Ⅱ期) 令和２～
５年度

教育情報セキュリティポリシー
に関するガイドライン

【策定】平成29年10月

かながわグランドデザイン
第３期実施計画

【期間】令和元～4年度

国 県 県教育委員会

整合 整合 整合

１ 「神奈川県教育委員会ICT推進指針」とは

２ 「ICT推進指針」の改定について

第３期教育振興基本計画
【策定】平成30年6月
【期間】平成30～令和4年度

- 12 -



 
 

Ⅳ 県立学校等における台風第15号による損害の状況について 

 

１ 台風第15号の本県への影響（横浜地方気象台まとめ） 

(1) 台風の概況 

９月５日に南鳥島近海で発生した台風第15号は、小笠原近海を

北西に進み、８日には次第に進路を北よりに変え伊豆諸島北部を

北北東に進んだ。９日３時前に非常に強い勢力で三浦半島付近を

通過、９日５時前に強い勢力で千葉市付近に上陸後、関東地方を

北東に進んだ（以上、速報解析による）。 

 

(2) 降水の状況 

神奈川県では台風の接近に伴い、所々で１時間に30mmを超える

激しい雨を観測し、横浜では９日３時50分までの１時間に72.0mm

の非常に激しい雨を観測した。８日10時から９日11時までの総降

水量は、アメダス箱根 251.5mm、アメダス相模湖 179.5mm、横浜 

177.5mm などを観測した。 

 

(3) 風の状況 

８日夜遅くから９日朝にかけて強風となり、９日の日最大風速

は、横浜23.4m/s、アメダス三浦 21.0m/s、アメダス辻堂 18.7m/s 

などを観測した。 

海上では大しけとなった。 

 

横浜地方気象台における風の観測値 

最大風速   秒速 23.４m 

最大瞬間風速 秒速 41.８m 

  

- 13 -



 
 

２ 損害の状況（令和元年９月27日現在） 

(1) 施設区分別損害件数 

施設区分 所属数 

 

損害件数 損害の報告が

あった所属数 

高等学校 142 100 226 

中等教育学校 ２ ０ ０ 

特別支援学校 28 15 23 

社会教育施設等 10 ６ 12 

合計 182 121 261 

(2) 損害種別件数 

損害種別 損害件数 主な損害の状況 

建物破損 90 
窓ガラス、トタン屋根、屋上防水

シートの破損等 

工作物破損 54 
防球ネット、テニスコートのフェ

ンス、アンテナの破損等 

倒木 54  

雨漏り 63  

合計 261  

  

３ 対応状況 

児童・生徒や利用者の教育環境等に支障を来すことがないよう、被

災した施設の一日も早い復旧に向け、修繕等の対応を鋭意行っている。 
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Ⅴ 「神奈川の教員の働き方改革に関する指針(案)」について 

 

社会環境の変化に伴い、いじめ、不登校など、学校における課題が複雑

化・多様化し、教員の負担も大きくなっており、県教育委員会が実施した

勤務実態調査では、教員の長時間勤務の深刻な実態が明らかとなった。 

今後の教員の働き方改革に関する取組を総合的に推進するため、「神奈川

の教員の働き方改革に向けた意見(最終まとめ)」（以下「最終まとめ」とい

う。）及び国の動向を踏まえ、「神奈川の教員の働き方改革に関する指針」

（以下「指針」という。）を策定する。 

 

１ 策定の経過 

・平成30年４月  「神奈川の教員の働き方改革検討協議会」（以下「協議

会」という。）設置 

・平成31年１月  中央教育審議会「新しい時代の教育に向けた持続可能な

学校指導・運営体制の構築のための学校における働き方

改革に関する総合的な方策について（答申）」を文部科

学省に提出 

・平成31年１月  文部科学省「公立学校の教師の勤務時間の上限に関する

ガイドライン」策定 

・平成31年３月  協議会が最終まとめを提出 

・令和元年８月  市町村教育委員会、県立学校長、職員団体に意見照会 

 

２ 指針について 

(1) 性格 

教員の働き方改革の実現に向けた基本的な考え方や取組の方向性を示

すもの。 

(2) 目的 

持続可能な学校運営と神奈川の教育の質を高めるために、教員の勤務

状況の改善を行うとともに、ワーク・ライフ・バランスの実現を通じて、

自らの人間性や創造性を高めることにより、子どもたちと向き合う時間

を確保し、一層効果的な教育活動を行う。 

(3) 目標 

持続可能な学校指導、運営体制の構築等を目指すために次の３つの目

標を掲げる。 
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ア 時間外勤務の上限の遵守 

・ 時間外勤務の上限を、１か月あたり45時間、１年あたり360時間  

イ 年次休暇一人あたり年平均取得日数及び学校閉庁日の設定 

・ 年次休暇の取得を年15日以上 

・ 学校閉庁日を長期休業期間中、５日間設定 

ウ 「神奈川県の部活動の在り方に関する方針」の遵守  

・ 部活動の休養日を、平日１日、週末１日と合わせて週２日以上設

定 

(4) 内容(主な取組) 

指針には、「県立学校における県教育委員会の働き方改革に向けた取

組」と「市町村教育委員会に対する支援」に分けて、具体的な取組を盛

り込む。 

ア  県立学校における県教育委員会の働き方改革に向けた取組 

(ｱ) 個別業務の役割分担及び適正化について 

・ 県立学校に依頼する調査や照会について、整理統合や精選等を

行う。 

・ 教員の標準業務の見直しについて、国の標準職務モデル案を受

け、県立学校向けの標準職務モデルを作成した上で、取組を実施

する。 

・ 国や他自治体の動向を踏まえ、学校事務職員の担っている事務

量等について分析し、県立学校の私費会計業務の役割分担につ

いて、検討を進める。 

(ｲ) 勤務時間について 

・ 県立学校教員の勤務時間について客観的な把握を行う。 

・ 県立学校における長期休業期間中に、５日間の学校閉庁日を実

施する。 

(ｳ) 教員の意識改革について 

・ 県立学校の学校運営協議会において学校運営の基本方針を検

討する際には、教員の働き方改革の視点を盛り込むよう働きか

ける。 

・ 基本研修においてタイムマネジメントに係る内容を取り扱う

とともに、コミュニティ・スクールをテーマとする研修の講義・

演習では外部資源の活用による業務の効率化について取り上げ、

研修の充実を図る。また、マネジメント研修では働き方改革につ

いての講義を実施する。 
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(ｴ) 学校を支える人員体制について 

・ 県立学校の外部人材を活用するため、スクールカウンセラーの

配置を拡大するとともに、スクールソーシャルワーカー及び業

務アシスタントを引き続き配置する。また、ハイスクール人材バ

ンク事業の活用を図る。 

・ 県立学校の部活動については、部活動インストラクターや、運

動部活動指導員の活用を図る。 

(ｵ) 定数改善について 

・ 教育の質の向上を目指すため、教員定数の改善を引き続き国に

要望する。 

(ｶ) 労働安全衛生管理について 

・ ストレスチェック分析結果である「総合健康リスク」のさらな

る改善を図る。 

(ｷ) その他について 

・ 中堅教諭等資質向上研修の一部免除制度を設けるとともに、初

任者研修の弾力的な運用をはじめとする基本研修の体系の見直

しと内容の精選を行う。 

イ  市町村教育委員会に対する支援 

(ｱ) 個別業務の役割分担及び適正化について 

・ 県教育委員会から市町村教育委員会を通じて学校に依頼する

調査や照会について、整理統合や精選等を行う。 

・ 教員の標準業務の見直しについて、県教育委員会が県立学校向

けに作成した標準モデルを、市町村教育委員会に対して提供し、

業務の適正化が図られるよう支援する。 

(ｲ) 勤務時間について  

・ 市町村立学校における学校閉庁日の実施を支援する。 

(ｳ) 教員の意識改革について 

・ 基本研修でタイムマネジメントの研修を行うなど業務の効率

化や働き方改革に資する研修を実施し、市町村教育委員会の教

員の勤務時間に関する意識改革を推進する。 

(ｴ) 学校を支える人員体制について 

・ 市町村立学校におけるスクールカウンセラー、スクールソーシ

ャルワーカー等の専門スタッフの継続配置・拡充を図る。 

・ 国の動向や学校経営アドバイザー等の意見を踏まえ、市町村立

学校のスクール・サポート・スタッフの配置について検討を進める。 
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(ｵ) 定数改善について 

・ 教育の質の向上を目指すため、教員定数の改善を引き続き国に

要望する。 

(ｶ) 労働安全衛生管理について 

・ 県教育委員会における取組事例等について、市町村教育委員会

に対して情報を提供し、公立学校の労働安全衛生管理体制の充

実が図られるよう働きかける。 

(ｷ) その他について 

・ 中堅教諭等資質向上研修の一部免除制度を設けるとともに、初

任者研修の弾力的な運用をはじめとする基本研修の体系の見直

しと内容の精選を行い、実施する。 

・ 国や他自治体の動向を踏まえ、小学校における教科担任制の導

入について検討を進める。 

(5) その他 

ア 指針の対象期間は、国の工程表を参考に概ね５年程度とする。 

イ 予算を伴う取組については、各年度の予算編成において、それぞれ

の取組について調整を図る。 

ウ 国等における新たな動きや、目標の達成状況の検証を踏まえ、必要

な取組の追加、変更、見直しを行う。 

 

３ 今後の予定 

(1) 教育委員会10月定例会に付議 

(2) 策定後は、県立学校及び市町村教育委員会に周知徹底し、指針を踏ま

えた取組を着実に実施 

(3) 本指針を実効あるものとするために、県及び市町村教育委員会の代表、

校長会等の代表で構成される「神奈川県教職員人材確保・育成推進協議

会」において、現場の声を聴きながら、各取組の効果を検証 
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Ⅵ　一般財団法人神奈川県教育福祉振興会の事業概要について

設立及びその目的

一般社団法人及び一般財団法人に関する法律

昭和59年３月28日

神奈川県内の市町村立小学校、中学校、特別支援学校等の教職員その

他の教育関係者（以下「市町村立の小中学校等の教職員等」という。）

の福祉の増進を図るほか、県民の教育文化、スポーツ活動等を支援し、

もって神奈川県における教育文化の振興に寄与することを目的とする。

上記の目的を達成するために次の事業を行う。（１）市町村立の小中学

校等の教職員等の相互扶助及び福利厚生の増進（２）県民の教育、文化、

スポーツ活動等の振興（３）その他この法人の目的を達成するために必

要な事業

横浜市中区日本大通33

神奈川県

神奈川県 5,000万円

１億5,000万円

令和元年度事業計画及び予算等に関する書類

別添資料のとおり

平成30年度事業報告及び財務諸表

別添資料のとおり

（令和元年９月１日現在）

鈴 木 教 之

理 事

民 間

木 村 徳 泰

一般財団法人神奈川県教育福祉振興会

３

１

(1)

設 立 年 月 日

２

(2)

大 桒 好 信 田 部 恵美子

２億円

設 立 当 時 5,000万円

監 事

理 事 長

６

出 資 者

出 資 者

役 員

平成31年３月末日現在

４

(2)

５

所 在 地

出 資 金

(3) 設 立 の 目 的

(1)

御園井 英 人 大 関 美 樹

令 和 元 年 度 事 業 概 要 報 告 書

設 立 の 根 拠
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Ⅶ 令和３年度学科改編対象校（神奈川総合高等学校 舞台芸術科） 

の設置基本計画案について 
 

１ 概要 

 (1) 趣旨等 

県立高校改革を進めるため、平成 28 年１月に中長期（概ね 15 年

間）を展望し、教育内容、学校経営、高校の再編・統合等にかかる

12 年間の「実施計画（全体）」及び、取組や対象校名を明示した

「実施計画（Ⅰ期）」を策定し、平成 30 年 10 月に「実施計画（Ⅱ

期）」を策定した。 

「実施計画（Ⅱ期）」に基づき、令和３年度、神奈川総合高等学

校に舞台芸術科を設置する。これに向け、設置計画を策定する。 

 

（これまでの経緯） 

平成 28 年 １月 「県立高校改革実施計画(全体)(Ⅰ期)」を教育委

員会にて付議、決定 

      同 ４月 「県立高校改革実施計画(全体)(Ⅰ期)」がスター

ト 

   平成 30 年 10 月 「県立高校改革実施計画(Ⅱ期)」を教育委員会に

て付議、決定 

  令和元年 ９月 当該校の設置基本計画案を作成 

 

(2) 設置基本計画案について 

設置計画を策定するにあたって、学科改編の目的、考え方、教育

内容等の基本を定めた「設置基本計画案」を作成し、その後、さら

に検討を重ね「設置計画」を策定していく。 

 

 ア 改編内容 

   単位制による舞台芸術科の新たな設置 

   （普通科個性化コース・普通科国際文化コースとの併置） 

 

 イ 主な内容 

・ 学科改編の実施年度 

・ 設置形態（新校の課程・学科等） 

・ 設置の目的（学科改編の目的） 

・ 基本的コンセプト（基本的な教育の内容や方法） 

・ 教育課程等（特徴的な教育内容） 

・ その他（職員の配置） ※ 舞台芸術科教員の公募・採用 
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２ 今後の予定 

令和２年２月 設置計画（案）を文教常任委員会に報告 

３月 設置計画（案）を教育委員会に付議 

11 月 令和３年度学科改編に伴う諸規定の改正 

令和３年４月  令和３年度学科改編による新しい学校として教育活

動を開始 
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Ⅷ 神奈川県立体育センターの利用等に関する規則の一部改正等について 

 

１ 改正・制定の趣旨 

神奈川県立体育センターと神奈川県立総合教育センターの一体的整備に

より、令和２年４月１日から「神奈川県立スポーツセンター及び神奈川県

立西湘スポーツセンター条例」が施行され、神奈川県立スポーツセンター

として供用が開始される。 

令和元年 10 月１日から、供用開始後の利用申込受付を開始するが、令和

元年 10 月１日から令和２年３月 31 日までに行う準備行為は教育委員会で

行うため、準備行為に必要となる事項を規定した「神奈川県立体育センタ

ーの利用等に関する規則」及び「神奈川県立体育センターの利用等に関す

る規則施行規程」の改正案並びに「神奈川県立スポーツセンターの準備行

為に関する事務処理要綱（案）」について、次のとおり、パブリックコメン

トを実施し、教育委員会で決定した。 

 

２ 県民意見募集の実施結果 

 ⑴ 県民意見募集期間等 

ア 募集期間 

 令和元年７月 18 日（木）～令和元年８月 16 日（金） 

  イ 周知の方法 

(ｱ) 県の窓口による配架（県政情報センター、各地域県政情報コーナ

ー、保健体育課） 

(ｲ) 県のホームページによる情報提供 

ウ 意見の提出方法 フォームメール、ファクシミリ、郵送 

⑵ 実施結果 

ア 意見の提出件数 16 件（メール 16件） 

イ 意見の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

意見の区分 件数 

① 休場日に関すること 1件 

② 利用時間に関すること 1件 

③ 使用料の減免に関すること 2件 

④ 優先利用基準に関すること 10 件 

⑤ その他 2件 

合 計 16 件 
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ウ 意見の反映状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 主な意見 

(ｱ) 今後の施策等の参考とする意見 

・  利用時間について、大会等で使用する場合については、特例と

して利用時間を早めるなどの柔軟な対応が可能となるような規定

としてほしい。 

(ｲ) 規則（案）及び要綱（案）に反映できない意見 

・  とくに設置場所である藤沢市への優遇措置をお願いしたい。藤

沢市民が利用できる優先枠の設置などを希望する。 

・ ローン球技場の利用について、オールシーズン利用可能なピッ

チになっていることを期待する。また、雨天時に使用できないな

どの規則を設けず、使用時間の拡大が図られるような規則の改善

を期待する。 

(ｳ) その他（質問・感想など） 

・ 規則第 14条（使用料の減免）第２項第３号に特別支援学校が記

載されていないが、減免はどうなるのか。 

・ 日本テニス協会の JTA 管理規程により大会会場等の報告期限が

定められているので、できるだけ早い時期に大会開催の可否を確

定してほしい。 

 

３ 規則、訓令及び要綱の概要 

施設の運営管理に関する基本的事項である休場日、利用時間、利用申込

期間のほか、使用料の減免等について改正した。 

⑴ 施設の運営管理に関する基本的な事項 

ア 休場日 

月曜日（祝日に当たるときを除く。）、祝日の翌日（土日祝日に当たる

ときを除く。）及び年末年始（12 月 29 日～１月３日）。 

反映区分 件数 

Ａ 規則（案）及び要綱（案）に反映した意見（一

部反映含む） 

0件 

Ｂ 既に取り組んでいる意見 0件 

Ｃ 今後の施策等の参考とする意見 1件 

Ｄ 規則（案）及び要綱（案）に反映できない意見 9件 

Ｅ その他（質問・感想など） 6件 

合 計 16 件 
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イ 利用時間 

改正後 

 

現行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区  分 利用時間 

屋内施設 午前９時～午後９時 

屋外施設 照明無し 
午前９時～午後５時 
※４月 15 日～９月 15 日は午後６
時まで 

 照明有り 午前９時～午後９時 

宿泊棟 宿泊室 午後３時～午前 10時 

 その他の施設 午前９時～午後９時 

駐車場 普通自動車及び大
型自動車 午前８時～午後 10 時 

 
原動機付自転車及
び二輪自動車並び
に自転車 

24 時間 

区  分 利用時間 

屋内施設 午前９時～午後９時 

屋外施設 照明無し 
午前９時～午後５時 
※６月15日～９月15日は午後６時まで 

 照明有り ― 

宿泊棟 宿泊室 ― 

 その他の施設 ― 

駐車場 
普通自動車及び大
型自動車 

― 

 
原動機付自転車及
び二輪自動車並び
に自転車 

― 
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ウ 利用申込期間 

改正後 

区  分 利用申込期間 
一般施設等（フロア、会議室、球
技場、テニスコート、グリーンハ
ウス等） 

利用日の２月前の初日～利用当日 
※備品等の設営準備が必要な施設
は、利用前日の正午まで 

プール及び
トレーニン
グルーム 

１回単位の利用 利用当日 

１月単位の利用 利用日の２月前の初日～利用当日 

プールの専用利用 利用日の２月前の初日～利用日の
１月前 

陸上競技場 

個人利用 利用日の２月前の初日～利用当日 

団体利用 利用日の１月前の初日～利用当日 

専用利用 利用日の２月前の初日～末日 

補助競技場 専用利用 利用日の１月前の初日～利用前日
の正午 

フットサルコート 利用日の２月前の初日～利用前日
の正午 

宿泊室 

利用日の６月前の初日※～利用日の２
週間前 
※利用日が４～７月までの場合は
１月 15 日から 

駐車場 利用当日 

 

  現行 

区  分 利用申込期間 

一般施設（フロア、会議室、球

技場、テニスコート等） 

利用日の１月前の初日～利用当日 

 

プール及び

トレーニン

グルーム 

１回単位の利用 利用当日 

１月単位の利用 ― 

プールの専用利用 利用日の１月前の初日～15日まで 

陸上競技場 

個人利用 ― 

団体利用 ― 

専用利用 利用日の１月前の初日～15日まで 

補助競技場 専用利用 開放 

フットサルコート ― 

宿泊室 ― 

駐車場 ― 
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⑵ 使用料の減免 

  改正後 
 減免基準 減免率 

１ 県の機関（県立学校を除く。）がスポーツ行事を行うために
施設等（宿泊室及び自転車駐車場を除く。）を利用するとき。 

免除 

２ 
障害者がプール・トレーニングルーム・陸上競技場（そ
れぞれ個人利用に限る。）を利用するとき。※障害者の
付添人１人も免除。 

 

３ 障害者が施設等を利用するために自動車駐車場を利
用するとき。  

４ 県内の市町村がスポーツ行事を行うために施設等（宿
泊室及び駐車場を除く。）を利用するとき。 

１／２ 

５ 
公共的団体が青少年、高齢者又は障害者を対象とする
スポーツ行事を行うために施設等（宿泊室及び駐車場
を除く。）を利用するとき。 

 

６ 

県内の幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等
学校、中等教育学校又は特別支援学校が幼児、児童又
は生徒を対象としたスポーツ行事を行うために施設
等（宿泊室及び駐車場を除く。）を利用するとき。 

 

７ 障害者が施設等を利用するとき（駐車場及び２の施設
を除く。）。  

８ スポーツ大会等の運営関係者が駐車場を利用すると
き（１大会当たり 20台を限度とする。）。 

 

９ 
スポーツ団体が県民を対象としたスポーツ行事を行うため
に施設等（宿泊室及び駐車場を除く。）を利用するとき。 １／５ 

10 その他教育長が必要と認めるとき。 個別判断 

  

現行 

 減免基準 減免率 

１ 県が体育行事を行うために利用するとき。 免除 

２ 市町村が体育行事を行うために利用するとき。 １／２ 

３ 公共的団体が青少年を対象とする体育行事を行うた

めに利用するとき。 

 

４ 公共的団体が高齢者又は障害者を対象とする体育行

事を行うために利用するとき。 

５ 小学校、中学校、高等学校、幼稚園又は保育園が児童又は

生徒等を対象とした体育行事を行うために利用するとき。 

 

６ 体育の振興を図ることを目的とする公共的団体で県又は

市町村の区域を単位として設立されたものが県民を対象

とした体育行事を行うために利用するとき。 

１／５ 

７ 県内の大学が学生を対象とした体育行事を行うため

に利用するとき。 

８ その他教育長が必要と認めるとき。 個別判断 
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⑶ 施設等の優先利用基準 

スポーツ大会の開催や県のスポーツ推進の観点から、一般利用申込期

間より前に利用の申込みをしなければ開催等に支障が生ずるものについ

て優先的に利用を承認するため、これまでも施設等の優先利用基準を定

め運用しており、この基準について所要の改正を行い、事務処理要綱を

制定した。 

 

改正後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 内    容 

特別優先 １ 県が主催するスポーツ行事（スポーツ局又は教育委
員会（県立学校を除く。）が主催するものに限る。） 

２ スポーツ団体等が主催する関東大会以上（陸上競技
及び専門競技は県大会以上。）の規模のスポーツ大会 

３ 総合教育センターが主催する教員研修事業 
４ その他教育長が必要と認めるもの 

第１優先 １ スポーツ団体等が主催する県大会及びこれに類する
広域的なスポーツ大会 

２ スポーツ団体等が主催する県内の青少年又は障害者
を対象としたスポーツ行事 

３ 公共的団体が主催する県内の青少年又は障害者を対
象とした広域的なスポーツ行事 

４ スポーツ団体等が主催する県内の選手強化事業 

５ 県の機関（県立学校を除く。）が主催するスポーツ行
事（特別優先１を除く。） 

６ 運動場又はプール等の体育施設が整備されていない
又は改修工事中で利用できない県立学校が実施する幼
児、児童又は生徒を対象とした授業又はスポーツ行事 

７ 県内の幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等
学校、中等教育学校又は特別支援学校（以下「幼稚園等」
という。）が主催する幼児、児童又は生徒等を対象とし
たスポーツ行事（部活動の練習を除く。） 

８ 県内の市町村が主催するスポーツ行事 

９ ＰＦＩ事業者が主催する自主事業 

10 その他体育センター所長が必要と認めるもの 

第２優先 １ スポーツ団体等が主催する県民を対象としたスポーツ行事 
２ 県内の障害者グループが行う障害者スポーツの練習 

３ 県内の幼稚園等が行う部活動の練習 

４ 公共的団体が主催する県民を対象としたスポーツ行事 

５ その他体育センター所長が必要と認めるもの 
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現行 

区 分 内    容 
特別優先 １ 体育センター主催行事 

２ 全国又は関東をブロックとする体育協会及びその加
盟団体、高等学校体育連盟及び中学校体育連盟が主催
する全国又は関東を単位として実施する大会。 

３ 湘南ブロック中学校体育連盟が主管する神奈川県中
学校総合体育大会。 

４ 神奈川県高等学校総合体育大会開会式。 

５ 神奈川県レクリエーション協会が主催するかながわ
スポーツ・レクリエーション大会。 

第１優先 １ 県の行政機関が主催する県民を対象とした体育行
事。 

２ 体育の振興を図ることを目的とする公共的団体が主
催する体育行事で次のもの。 
⑴ 全国又は県域を越えた地域ブロック（以下「全国
等」という。）を単位として実施するもののうち特別
優先を除くもの。 

⑵ 県を単位として設置され、かつ全国等組織に加盟
する団体が、実施する全国等を単位とした体育行事
に連動する県予選会等のうち、特に体育センター所
長が適当と認めるもの。 

３ 運動場又はプール等が整備されていない（補改修の
工事中を含む）県立学校が実施する生徒を対象とした
授業及び体育行事。 

４ その他、体育センター所長が必要と認めるもの。 
 ⇒①専門競技大会、②障がい者スポーツ大会、③藤沢市
総合体育大会。 

第２優先 １ 体育の振興を図ることを目的とする公共的団体が主
催する県を単位とした体育行事。 

２ 市町村の行政機関が主催する住民を対象とした体育
行事。 

３ その他、体育センター所長が必要と認めるもの。 

第３優先 １ 県内の小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特
別支援学校及び短期大学、大学が実施する児童、生徒又
は学生を対象とするもので次のもの。ただし、土・日・
祝日のテニスコートの利用を除く。 
⑴ 体育行事。 

⑵ 体育にかかわる部活動。  

２ その他、体育センター所長が必要と認めるもの。 
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 ⑷ その他 

   体育センター所長への事務の委任、利用申請書等の様式及び施設等の

利用制限等、所要の規定の整備を行った。 

 

４ 施行期日 

  令和元年 10 月１日 

準予約 
優先 

体育センター所長が適当と認めるもの。 

⇒①公共的団体が主催する体育行事、②県職員参加行事、
③毎年又は隔年で行われている体育行事、④頻繁に体
育センターを利用する団体の利用（いずれも第３優先
までに該当しないものに限る。） 
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Ⅸ  神奈 川県 立のふ れ あ いの村の指定管理者の募集について  

 

１  指定 管理 者の募 集 に ついて  

県では、県民サービスの向上と経費節減を図るため、指定管理者制度を
導入しているが、次の県立のふれあいの村については、令和２年度末に指
定期間が満了となるため、次期の指定管理者の募集を行う。 
(1) 足柄ふれあいの村 
(2) 愛川ふれあいの村 

 

２  施設 の目 的・概 要  

(1) 設置 目 的  
児童、生徒、青少年等が自然の中での体験及び人との交

流を通じて自立心 、協調性等を育むための活動を促進する
こと。  

(2) 施設 概 要  

施 設 名  概  要  

足 柄 ふ れ あ

い の 村  

【 所 在地】南足柄市広町１５０７  

【 施 設等 】  

管 理 棟  事務室、会議室、食堂、浴室  

集 会 棟  
プレイルーム、会議室、研修室、 
展示・ガイダンス室   

宿 泊 コ  

テ ー ジ  

定員 10人タイプ  10棟、定員 20人
タイプ  10棟、  
定員 50人タイプ  ２棟  

そ の 他  
炊 事 工 作 棟  １ 棟 、 野 外 炊 事 場  
３棟、  
工作棟  １棟、広場  ５箇所  

愛 川 ふ れ あ

い の 村  

【 所 在地】愛甲郡愛川町半原３３９０  

【 施 設等 】  

管 理 棟  事務室、会議室、集会室  

食 堂  

浴 室 棟  
食堂、浴室  

体 育 館   

宿 泊 棟  定員 50人タイプ  ９棟  

そ の 他  

野外炊事場  ３箇所、  
キャンプファイヤー場  ３箇所、 
テントサイト  １箇所、  
グラウンド（サッカー４面）  
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３  指定 管理 者制度 に よ る施設の管理運営状況の総括  

施 設 名  管理運営状況  

足 柄 ふ れ あ い

の 村  

指 定 管 理 者 制 度 に よ る 管 理 運 営 状 況 の

総 括 を 行 っ た と こ ろ 、 施 設 の 管 理 運 営 が

適 切 に行われていることを確認した。  

近 隣 農 家 と の 提 携 に よ り 地 域 の 魅 力 を

取 り 入 れ た 事 業 を 実 施 す る な ど 、 地 域 と

連 携 した事業が行われており、また、利用

者 か ら の 要 望 や 意 見 に 対 し て は 、 対 応 策

を 考 え 実 施 す る な ど 、 利 用 者 へ の サ ー ビ

ス 向 上 が 認 め ら れ 、 利 用 者 か ら も 高 い 評

価 を 得 て い る こ と か ら 、 指 定 管 理 者 制 度

に よ る 管 理 運 営 は 有 効 で あ る と 評 価 で き

る 。  

こ の た め 、 引 き 続 き 指 定 管 理 者 制 度 に

よ り 、施設の管理運営を行う。  

愛 川 ふ れ あ い

の 村  

指 定 管 理 者 制 度 に よ る 管 理 運 営 状 況 の

総 括 を 行 っ た と こ ろ 、 施 設 の 管 理 運 営 が

適 切 に行われていることを確認した。  

地 域 の 中 高 生 の 職 場 体 験 の 一 環 と し

て 、 生 徒 と と も に 事 業 の 準 備 を 進 め る な

ど 、地域と連携した事業が行われており、

ま た 、 利 用 者 か ら の 要 望 や 意 見 に 対 し て

は 、対応策を考え実施するなど、利用者へ

の サ ー ビ ス 向 上 が 認 め ら れ 、 利 用 者 か ら

も 高 い 評 価 を 得 て い る こ と か ら 、 指 定 管

理 者 制 度 に よ る 管 理 運 営 は 有 効 で あ る と

評 価 できる。  

こ の た め 、 引 き 続 き 指 定 管 理 者 制 度 に

よ り 、施設の管理運営を行う。  
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<参 考 １ >指 定 管 理 業 務 に 係 る 収 支 状 況  

                   (単 位 ： 千 円 、 ％ ) 

施 設 名  年 度  収 入  a 支 出  b 
収 支 差 額

c=a-b 

収支差額率 

c/a×100 

足 柄 ふ れ

あ い の 村  
平 成 28

年 度  

(105,260) 

127,897 
121,820 6,077 4.75 

平 成 29 

年 度  

(104,920) 

126,462 
124,572 1,890 1.49 

平 成 30 

年 度  

(104,670）

124,387 
120,780 3,607 2.90 

合 計  
(3 14,850) 

37 8,746 
367,172 11,574 3.06 

愛 川 ふ れ

あ い の 村  

平 成 28 

年 度  

(94,021) 

127,817 
123,719 4,098 3.21 

平 成 29

年 度  

(95,128) 

126,678 
125,782 896 0.71 

平 成 30

年 度  

(94,243) 

125,432 
125,418 14 0.01 

合 計  
(2 83,392) 

37 9,927 
374,919 5,008 1.32 

指 定 管 理 料 等 の 積 算 に 影 響 を 与 え る 状 況 変 化  無  

括 弧 は 内 数 で 指 定 管 理 料  

 

 

<参 考 ２ >県 内 中 小 企 業 者 や 障 害 者 雇 用 企 業 等 (障 害 者 雇 用 企 業 、 障 害

福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所 、 在 宅 就 業 支 援 団 体 な ど )へ の 優 先 的 な

発 注  
 
（ 平 成 28 年 度 か ら 平 成 30 年 度 ま で の 実 績 ）  

 

施 設 名  発 注 先  発 注 業 務  
件 数  

(実 績 ) 
金 額  

(実 績 :千 円 ) 
備 考  

足 柄 ふ れ
あ い の 村  

県内中小企 
業者 

施 設 保 守
点 検 業 務
ほ か  

52 10,189  

障害者雇用 
企 業 等 

清 掃 業 務   4  2,394  

愛 川 ふ れ
あ い の 村  

県内中小企 
業者 

自 動 ド ア
保 守 点 検
ほ か  

27  1,798  

障害者雇用 
企 業 等 

無  ―  ―   

- 32 -



 
 

４  募集 の方 法  

公 募 によ り 募 集する 。  

 

５  指定 期間  

５ 年 間（ 令和 ３年４ 月１日～令和８年３月 31日）とする。  

 

６  募集 単位  
足 柄 ふれ あ い の村及 び愛川ふれあいの村とする。  

 

７  選定 基準 の考え 方  

(1) 指定 管 理 者に求 める能力・内容  

ア  指定 管理 業務実 施にあたっての考え方、運営方針等  

イ  施設 の維 持管理   

ウ  利用 促進 のため の取組、利用者への対応、利用料金  

エ  事故 防止 等安全 管理  

オ  地域 と連 携した 魅力ある施設づくり  

カ  人的 な能 力、執 行体制  

キ  財政 的な 能力  

ク  コン プラ イアン ス、社会貢献  

ケ  事故 ・不 祥事へ の対応、個人情報保護  

コ  これ まで の実績  

(2) 選定 基 準 の作成 にあたって重視する視点  

ア  「 利 用 促 進 の た め の 取 組 、 利用 者 への 対 応 」 に 関 す  

る 審 査の 視 点  

(ｱ) より 多 く の利 用を図るために実施する事業の実施

方 針 、内 容 等  

(ｲ) サー ビ ス 向上 のために行う利用者ニーズの把握及

び 事 業等 へ の 反映  

(ｳ) 学校 教 育 にお ける自然体験活動の推進に向けた考

え 方  

イ  「地 域と 連携し た魅力ある施設づくり」  

(ｱ) 地域 人 材 の活用、地域との協力体制の構築、ボラ

ン テ ィア 団 体 等の育成・連携の取組内容  

 (3) 選 定 基準の 配 点 割合  

サ ー ビス の 向 上： 50 点、管理経費の節減等： 25 点、  

団 体 の業 務 遂 行能力： 25 点  
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８  外部 評価 委員会 委 員 （案）  
 

氏 名  
性

別 

職 業  分 野  

本県の指定管

理者選定委員

の経験の有無 

(委 員 会 名 ) 

選 定 理 由  

野 口  和 行  男  慶応義塾

大学 

体育研究

所 教 授 

学 識 経

験 者  

無  ・野外活動や野外

教育を専門とする

学 識 経 験 者  

 

・体験活動施設の

効率的な運営面の

評価が期待できる  

藏 本  隆  男  公認会計

士 、  

税理士 

経 理 識

見 者  

有  

 

・ふれあいの

村 指 定 管 理

者 外 部 評 価

委 員 会  

・財務・会計を専門

とする経理識見者  

 

・財務の視点から

の効率的な運営面

の評価が期待できる 

 

・本外部評価委員

の経験がある 

髙 澤  厚 子  女  社会保険

労務士 

労 務 管

理 識 見

者  

無  ・労務管理の識見

者  

 

・施設職員の労働

環境面からの評価

が期待できる 

見 城  伸 一  男  神奈川県

小中学校

長会教頭

会事務局

長  

事 業 精

通 者  

( 施 設

利 用 者

代 表 ) 

無  ・学校における体

験活動経験が豊富  

 

・施設利用者の視

点からサービス面

の評価が期待できる 

荒 井  紀 美

子  

女  (公 社 )

ガールス

カウト神

奈川県連

盟 長  

事 業 精

通 者  

( 施 設

利 用 者

代 表 ) 

無  ・野外体験活動施

設での活動経験が

豊富 

 

・施設利用者の視

点からサービス面

の評価が期待できる 
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９  今後 の予 定  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令 和 元年  10月  外 部 評 価 委 員 会 に お い て 、 選 定 基 準

（ 案）について意見聴取を行い、教育

委 員会に選定基準を報告  

 12月  第３回定例会（後半）に、指定管理者

の 選定基準を報告  

令 和 ２年  １ 月 ～  指 定管理者を募集  

 ４ 月 ～  外 部評価委員会等による候補者選定  

 ６ 月  

 

教 育 委 員 会 に 、 指 定 管 理 者 の 指 定 案

の 申出について付議  

第 ２ 回 定 例 会 に 、 指 定 管 理 者 の 指 定

議 案を提出  

令 和 ３年  ４ 月  指定管理者による管理運営開始  
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【 参 考 】 元 三 浦 ふ れ あ い の 村（ 三 浦Ｙ ＭＣ Ａ グロ ー バル ・ エ
コ ・ ヴィ レ ッ ジ）について  

 
  三 浦 ふ れ あ い の 村 は 、 平成 30年４ 月か ら 、公 益 財団 法 人

横 浜 ＹＭ Ｃ Ａ に施設 を無償で貸付し、現在は、「三浦ＹＭＣ
Ａ グ ロー バ ル・エ コ・ヴィレッジ」として運営されている。  

 
１  概要  
(1) 貸 付期間等  
   平 成 30年４ 月 １ 日から令和 20年３月 31日（ 20年間）  
   （ 土 地及び 建 物 を無償貸付）  
(2) 施 設概要  
   ア 設 置 年 月  平 成 ７ 年 ４ 月 （ 建 物 は 昭 和 47年 に 建 築 ） 
   イ 所  在  地  三 浦市初声町和田 3136番地  
   ウ 敷 地面積  135,640.14㎡  
   エ 主 な建物  や まびこ棟 (宿泊室 /食堂 /集会室等）  
         し おさい棟 (宿泊室 /食堂 /体育館等）       

※   宿泊 棟 に ついては、塩害、老朽化が顕著な状況で  
あ っ たた め 、貸付後の事業者が安定した運営を行え  
る よ う、 県 が 施設を改修。  

（ 改 修期 間 ）  
   ・や まび こ棟  平 成 28年 11月から平成 29年９月  

    ・ しおさい 棟  平 成 30年 11月から令和２年２月 (予定 ) 
 
２  利用 料金  

 同 施 設 は 、 自然 体 験 活 動 の ため の 施 設 とし ての 機 能 を 、
引 続 き 維 持 す る こ とを 貸 付 条 件の 一 つ と して おり 、 県 内 の
学 校 利 用 に つ い て は、 一 般 の 利用 者 に 比 べ低 廉な 利 用 料 金
を 設 定す る こ ととし ている。  

利 用 料 金 に つ い て は 、 民 間運 営 と な っ た当 初 か ら 激 変緩
和 措 置 を 実 施 し 、 段 階 的 に横 浜 Ｙ Ｍ Ｃ Ａか ら の 当 初 提案 料
金 の 水準 に 近 づけて いる。  

 
利 用 料金 の 推 移（県 内学校が宿泊で利用する場合）  

年 度  １ 人 １ 泊 あ た り の 利 用 料 金  

平 成  
30 年 度  

〇 横浜ＹＭＣＡ当初提案料金  
やまびこ棟、しおさい棟   2,000 円 （ １ 泊 ２ 食  4,000 円 ）  

〇 激変緩和調整後料金 
やまびこ棟   1, 300 円 （ １ 泊 ２ 食  3,300 円 ）  
しおさい棟   1 ,0 00 円 （ １ 泊 ２ 食  3,000 円 ）  

令 和  
元 年 度  

やまびこ棟   1, 300 円 （ １ 泊 ２ 食  4,000 円 ）  
(10 月以降) 1,324 円 （ １ 泊 ２ 食  4,074 円 ）  

令 和  
２ 年 度  

やまびこ棟   2, 024 円 （ １ 泊 ２ 食  4,774 円 ）  
しおさい棟   2 ,3 24 円 （ １ 泊 ２ 食  5,074 円 ）  

※利用料金は、横浜ＹＭＣＡが県との協議の上決定することとしている。 
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* 

Ⅹ 近代美術館鎌倉別館の再開館と葉山館について 

 

近代美術館については、平成 28 年３月の鎌倉館の閉館に伴い、葉山館、

鎌倉館、鎌倉別館の３館で担ってきた美術館事業を、葉山館、鎌倉別館の

２館で実施することとなった。 

このため、従前、鎌倉館が担っていた管理機能やサービス機能を鎌倉別

館に整備するなどの改修工事が完了し、10 月に再開館するので、その内

容について報告する。 

また、葉山館は、空調設備等改修工事に伴い展示を休止するので、併せ

て報告する。 

 

１ 鎌倉別館の改修工事、再開館 

 

(1) 工事内容等 

ア 工期 

平成 30 年２月９日～令和元年５月 15 日 

イ 工事費 

845,516,880 円 

ウ 工事内容 

展示室内装改修、照明 LED 化、収蔵庫改修、カフェ整備、 

事務室整備、屋根防水工事、空調設備改修など 

 

(2) 再開館日 

令和元年 10 月 12 日（土） 

 

(3)  企画展 

令和元年 10 月 12 日（土）～令和２年１月 19日（日） 

リニューアル・オープン記念展「ふたたびの『近代』」と 題し、

岸田劉生「童女図（麗子立像）」、古賀春江「窓外の化粧」、松本竣

介「立てる像」といった近代美術館が所蔵する近現代の幅広い作品か

ら代表作を精選し紹介する。 

併せて、約 70 年の歴史で蓄積した展覧会やイベントなどの記録の中

で、1950 年代の美術館草創期の写真、印刷物、手稿などの資料を特集

展示する。 

 

(4)  その他 

今回の空調設備改修工事の完了後、近隣住民（１名）から体調不良

の訴えがあったため、専門家による調査を行ったところ、新たに設置

した空調チラー*から低周波が発生し、その値が環境省が示した参照値
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を超えていることが分かった。 

今後に向けて、近隣住民の生活環境及び、美術品にとって必要な空

調環境を維持する観点から、空調チラーの移設を含めて、その設置場

所について検討し、必要な調査を実施する予定である。 
 
*空調チラー 

空調設備の機器の一つで、温度、湿度を安定化するため、室内

機に冷水、温水を供給する役割を持つ。 

*参照値 

低周波に関する苦情が発生した際に、それが低周波によるもの

か判断するための目安として、環境省が示した値。 

 

２ 葉山館の改修工事 

葉山館については、特定事業契約事業者（PFI 事業者）が、維持管理等

を行っているが、平成 15 年 10 月の開館から 16年が経過し、一部の施設・

設備で老朽化が進んでいる。 

このため、県と PFI 事業者が協議を行い、空調設備と屋根の改修工事を

実施することとした。これに伴い、令和２年１月から６月までの間、展示

を休止する予定としている。 

展示休止中は、館外でワークショップ等を行うほか、館内でも屋外彫刻

を鑑賞したり、美術図書室を利用できるなど、美術館サービスを継続す

る。 
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ⅩⅠ 神奈川県文化財保存活用大綱（案）について 

 

平成30年６月に改正された文化財保護法により、都道府県教育委員会は、

文化財の保存及び活用に関する総合的な施策の大綱を策定できるとされた

ことから、県教育委員会として「神奈川県文化財保存活用大綱」(以下

「大綱」という。)の策定に取り組んでいる。 

  このたび、大綱（素案）に対する県民意見募集（パブリックコメント）

を実施し、有識者等の意見も踏まえて大綱（案）を作成したことから、県

民意見募集の結果等及び大綱（案）について報告する。 

 

１ 大綱（素案）に対する県民意見募集の実施結果 

 (1) 県民意見募集期間等 

  ア 募集期間 令和元年７月10日（水）～８月８日（木） 

  イ 周知の方法 

   (ｱ) 県の窓口による配架（県政情報センター、各地域県政情報コー

ナー、文化遺産課） 

   (ｲ) 県のホームページによる情報提供 

   (ｳ) 文化財の所有者等への文書によるお知らせ 

  ウ 意見の提出方法 

    フォームメール、ファクシミリ、郵送 

 

 (2) 実施結果 

  ア 意見の提出件数 68件（メール64件、ファクシミリ４件） 

  イ 意見の内訳（素案の構成順） 

意見の区分 件数 

① 全般に関すること ６件 

② 大綱策定の背景と目的等に関すること 

（はじめに、序章） 

７件 

③ 文化財の保存・活用に関する基本的な方針に関

すること（第１章） 

20件 

④ 文化財の保存・活用を図るために講ずる措置に

関すること（第２章） 

16件 

⑤ 県内の市町村への支援の方針に関すること 

（第３章） 

 

４件 
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意見の区分 件数 

⑥ 防災及び災害発生時の対応に関すること 

（第４章） 

５件 

⑦ 文化財の保存・活用の推進体制に関すること 

（第５章） 

７件 

⑧ その他（別添資料に関すること） ３件 

合  計 68件 

ウ 意見の反映状況 

反映区分 件数 

Ａ 大綱（案）に反映した意見（一部反映含む） 32件 

Ｂ 既に取り組んでいる意見 10件 

Ｃ 今後の施策等の参考とする意見 15件 

Ｄ 大綱（案）に反映できない意見 ２件 

Ｅ その他（質問・感想など） ９件 

合  計 68件 

  エ 主な意見 

   (ｱ) 大綱（案）に反映した意見 

    ・ 地域計画及び個別の文化財の保存活用計画について、図の中だ

けでなく本文でも位置付けを明記して欲しい。 

    ・ 「神奈川県の概要」では、自然系天然記念物の前提として、植

生や動物の生態にも触れるべきではないか。 

    ・ 人材育成ということに一番必要性を感じている。歴史的な神奈

川の文化財を多くの人に、そして将来に継承していくには、い

かに若い世代にもアピールできるかということなどが必須と思

う。 

・ 地域の文化財の防災に係る情報を把握することも必要だ。     

(ｲ) 既に取り組んでいる意見 

 ・ 所有者の高齢化、死去による文化財の散逸が心配であり、貴重

な文化財は、所有者の意思に基づいて博物館や美術館で管理する

ような仕組み作りはできないか。 

 ・ 県が所有していた旧神奈川県立近代美術館鎌倉館本館等につい

て、現所有者に対して登録有形文化財への登録を働きかけるべき

ではないか。 

(ｳ) 今後の施策等の参考とする意見 

 ・ 文化財を過去の遺産としてではなく、新たな芸術文化価値創造
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のための文化資源として捉え直し、これまでの保護のための消極

的な活用から、高次元の積極的な活用へと、文化財の活用に関す

る基本的な考え方を転換していく必要がある。 

・ 文化財の保存を中心とした活用になるとよい。保存に重点を置

かないと、本来あるべき価値の低下が起こり、文化財の重要性を

傷つける不安を感じる。 

(ｴ) 大綱（案）に反映できない意見 

 ・ 文化財の修理・整備に対して助言・相談を行うための専門委員

会と、建築基準法に基づく建築審査会の委員は、兼ねるべきだと

考える。 

(ｵ) その他（質問・感想など） 

 ・ 修理費用の負担、多言語対応を含む情報発信、防災対策など、

文化財を取り巻く課題は山積している。 

 
２ 大綱（案）の構成と県民意見の主な反映状況 

案 素案 

はじめに はじめに 

序章 

１ 大綱策定の背景と目的 

２ 大綱の位置付け 

（意見を反映して変更した内容） 

 ・地域計画及び個々の文化財の保存活用計画の

位置付けを追記（３頁）等 

序章 

１ 大綱策定の背景と目的 

２ 大綱の位置付け 

第１章 文化財の保存・活用に関する基本的な方針 

１ 神奈川県の概要 

（意見を反映して変更した内容） 

 ・自然環境に係る項目を追記（６頁）等 

２ 神奈川県の文化財の概要 

３ 目指すべき将来像及び方向性 

４ 県内の文化財の保存・活用に関する方針 

（意見を反映して変更した内容） 

 ・水中遺跡に係る方針を追記（23頁） 

第１章 文化財の保存・活用に関する基本的な方針 

１ 神奈川県の概要 

 

 

２ 神奈川県の文化財の概要 

３ 目指すべき将来像及び方向性 

４ 県内の文化財の保存・活用に関する方針 

第２章 文化財の保存・活用を図るために講ずる措

置 

１ 文化財の調査・指定 

（意見を反映して変更した内容） 

 ・指定後の文化財についても市町村と連携して

状況を確認・把握することを追記（27頁） 

２ 指定文化財の修理・整備に対する支援 

第２章 文化財の保存・活用を図るために講ずる措

置 

１ 文化財の調査・指定 

 

 

 

２ 指定文化財の修理・整備に対する支援 
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案 素案 

３ 指定文化財の所有者等に対するその他の 

支援 

４ 活用の推進 

５ 情報発信等 

６ 次世代の育成 

（意見を反映して変更した内容） 

 ・文化財を将来にわたって継承するため、学校

教育と連携して次世代の育成を行うことを追

記（31頁） 

７ 保存・活用のためのその他の取組 

８ 県としての取組事項 

３ 指定文化財の所有者等に対するその他の 

支援 

４ 活用の推進 

５ 情報発信等 

 

 

 

 

 

６ 保存・活用のためのその他の取組 

７ 県としての取組事項 

第３章 県内の市町村への支援の方針 

１ 相談・調整等 

２ 人材の育成等 

３ 市町村による文化財保存活用地域計画の 

作成の支援 

４ 市町村における文化財保護条例の改正等に

対する助言 

５ 建築基準法の適用除外を検討する市町村に

対する助言 

６ 県から市町村への権限移譲 

第３章 県内の市町村への支援の方針 

１ 相談・調整等 

２ 人材の育成等 

３ 市町村による文化財保存活用地域計画の 

作成の支援 

４ 市町村における文化財保護条例の改正等に

対する助言 

５ 建築基準法の適用除外を検討する市町村に

対する助言 

６ 県から市町村への権限移譲 

第４章 防災及び災害発生時の対応 

１ 現在の取組状況 

２ 今後の取組 

（意見を反映して変更した内容） 

 ・博物館等と連携して文化財の防災に必要な情

報を把握することを追記（41頁） 

第４章 防災及び災害発生時の対応 

１ 現在の取組状況 

２ 今後の取組 

第５章 文化財の保存・活用の推進体制 

１ 文化財保護主管課 

２ 関係部局 

３ 文化財保護に係る審議会 

４ 日常的に連携協力関係にある民間団体 

（意見を反映して変更した内容） 

 ・公益法人やNPO等との新たな連携・協働の可能

性を検討することを追記（43頁） 

５ 県と市町村との協議の場の設置 

６ 国や他都府県との連携 

第５章 文化財の保存・活用の推進体制 

１ 文化財保護主管課 

２ 関係部局 

３ 文化財保護に係る審議会 

４ 日常的に連携協力関係にある民間団体 

 

 

 

５ 県と市町村との協議の場の設置 

６ 国や他都道府県との連携 

別添資料 別添資料 
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３ 今後の予定 
  令和元年11月    「大綱」（案）を文化財保護審議会に報告 

    11月～12月 「大綱」（案）を教育委員会に付議 
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